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令和５年度 静岡県西部・中東遠地域大規模氾濫減災協議会・遠州流域治水協議会
大規模氾濫による災害の軽減に資する取組を総合的かつ一体的に推進することや、あらゆる関係者が協働して流域全体で水害を軽減させる流域治水を計画的に
推進するため、「静岡県西部・中東遠地域大規模氾濫減災協議会」と「遠州流域治水協議会」を合同開催しました。令和５年度の取組進捗や台風第２号の対応状況や
課題を踏まえ、今後の取組方針を議論しました。 ●開催日時：令和6年3月25日（月）14：00～16：00●会場：袋井新産業会館キラット●方法：対面・WEBハイブリット方式

≪議事概要≫

１. 規約改正
・湖西市の遠州流域治水協議会参入に伴う規約の改正（案）について説明し承認された。
２. 大規模氾濫減災協議会と流域治水協議会の検討方針

・両協議会における検討方針、課題の把握と対応策について説明した。

３. 方針に基づく今年度の実施事項

・各構成員から、今年度の進捗状況や課題、課題に対する対応策の情報共有を行った。

・静岡県河川砂防局にて、キャスター・アナウンサーの方との情報発信に関する意見交換
を実施したとのことだが、本取組に関して情報共有いただきたい。（菊川市長）

・ 「住民の方にささる言葉を探している」というご意見をいただいた。地元住民の方から信
頼されるように、発信する言葉一つ一つ（地名等）に気を付けているというご意見をいた
だいた。（静岡県河川砂防局）

・民間企業との連携による取組事例を紹介するとともに、民間連携を推進するための枠組
として遠州流域治水オフィシャルサポーター懇談会の設立が承認された。

４. 静岡県西部・中東遠地域大規模氾濫減災協議会
・静岡県西部中東遠地域の課題や近年の水害を踏まえ、「水防災意識社会」を持続し、防災・減災の取り組
みをより一層推進、強化・深化するため、取組方針の改定案を説明し承認された。
５. 遠州流域治水協議会
・気候変動を踏まえた治水計画に見直すとともに、流域対策の目標を定め、あらゆる関係者による流域対
策の充実するため、流域治水プロジェクト2.0や流域治水の自分事化に向けた取組計画・ロードマップに
ついて説明し承認された。
６. 情報共有
・気候変動を踏まえた、天竜川水系河川整備基本方針変更の概要を説明した。
・黒沢川における特定都市河川の指定に向けた取り組み内容を説明した。
・河川管理高度化の取り組みとして、①3D浸水ハザードマップ表示、②洪水AR、③流況の可視化を、動画
を用いて説明した。
７. 意見交換
・特になし。
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